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料金改定の経緯
令和６年度に新座市水道事業経営戦略を策定し、同年に策定した新座市水道施設再配
置基本計画を踏まえ、投資・財政計画を作成した。

令和８年度から県水受水単価が値上げされること等もあり、経営戦略上、現行の料金水準で
は内部留保資金残高が令和１３年度から令和１４年度には底をつき、資金ショートする見
込みであることが明らかになった。

新座市の水道料金は、平成１４年７
月１日以来、現行の料金水準を維持
しており、今後、健全経営を確保す
るためには料金改定が必要不可欠で
ある。
令和８年４月１日からの改定とし、
５年ごとの経営戦略の見直しに合わ
せ、料金水準の見直しを行う。
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料金改定の検討手順
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料金体系と算定期間

【基本類型】
二部料金制（基本料金・水量料金）
基本料金：口径別料金体系
水量料金：段階別、逓増型従量料金体系

基本水量なし

・ 料金体系の基本類型は現行の体系を維持
・ 令和８年４月１日改定
・ 算定期間は令和８年度から令和１２年度の５年間
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（税抜）



料金算定手法

水道料金の算定方法は、（公社）日本水道協会作成の水道料金算定要領に基づき
総括原価方式により検討を行う。
水道事業経営に必要な費用を「総括原価」として算定し、総括原価と料金収入の総額が
一致するように水道料金が算定される方式。
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総括原価の算定

経営戦略策定時に作成した財政計画を基に、以下の点を変更し、再度シミュレーションを行った。

・ 県水受水単価を74.74円／㎥に変更
・ 分担金収入を改定案の単価で積算
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建設コストのイメージ

給水サービス水準の維持向上及び施設実体の維持のために必要な経費として水道料金
に算入し、将来の施設建設、改良及び再構築等に充当するもの。
この資産維持費が適切に原価算入されていないと、将来の施設の更新・再構築や設備の
再調達に必要な財源が内部に留保されず、安定的な財政運営に支障をきたすことになる。

資産維持費について
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「別紙１」により、総括原価（算定期間５年間の合計）を算出した。

資産維持費＝対象資産×資産維持率

【資産維持費の算出方法】

本市の再配置基本計画を実施する上で、増分費用を計画期間２１年間で均した場合、今回の料金算定期間
内で資産維持率を3.84％（平均改定率54.77％）に設定しなければ、必要な財源を確保できない結果となっ
た。
なお、水道料金算定要領に記載のとおり３％の資産維持率とした場合、水道料金の平均改定率は約47.64％
となることから、物価高騰等に伴う市民生活への影響を考慮し、 ２％以上の資産維持費算入は見送り、以下の
２パターンで試算を行うこととした。
① 資産維持費を算入しない場合（料金回収率１００％となる水準）
② 資産維持率１％で資産維持費算入（再配置計画の費用を一部算入） 8

◎上記のうち県水受水単価値上げに伴う改定 8.14％（供給単価10.25円）
逆ザヤ※ 解消のための改定 13.91％（供給単価17.50円）
再配置事業実施費用確保のための改定 8.53％（供給単価10.73円）※資産維持費１％につき

※逆ザヤとは、人件費、修繕費、受水費、委託料、減価償却費などの営業費用を給水収益で賄うことができていない状態をいう。



【資産維持費１％】【資産維持費算入なし】

料金表配賦例 ※口径別、水量別にほぼ同率で改定するよう試算（単価は１か月分、税抜）
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【資産維持費算入なし】

【資産維持費１％】

請求金額の目安（１か月当たり）※口径別の平均使用水量を基に算出
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※実際の請求は２か月単位
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総括原価の確定
資産維持費の算入について
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資産維持費算入なしの場合の平均改定率は約22％、資産維持率
１％の場合は平均改定率約31％となっている。
令和６年度に策定した再配置基本計画を実施していく上で、財源を
確保するために資産維持費は必要不可欠であるが、市民生活への影響
を考慮し、本改定においては、逆ザヤ解消、料金回収率100％の水準と
することを目的として、資産維持費を算入しないこととする。

再配置基本計画の財源を確保するためには3.84％の資産維持率が必要であるとの試算結果が出ている
ことから、５年ごとに料金水準の見直しを行っていく。


